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シンガポールは1965年、安全保障も後背地もないまま独立しました。1967
年には外相ラジャラトナムがASEANを創設したバンコク宣言に署名し、そ
の存続を地域的な枠組みの中に位置付けました。シンガポールの外交は小
国リアリズムという基本方針に従っています。それは、抑止、域外大国と
の防衛上の取決め、国際法へのコミットメント、そして小国フォーラムや
グローバル・ガバナンス・グループといった小国の連合を組み合わせたも
のです。2001年から2004年の二国間協定に始まり、CPTPPとRCEPを経て最
初のデジタル経済協定に至る貿易協定は、約100の国・地域を対象とする
租税条約とともに、経済外交をシンガポール企業にとっての市場アクセス
の源泉へと変えました。シンガポールは自らの政策を、原則における一貫
性の政策と表現しています。この姿勢により、米国と中国の間で均衡を保
ちながら、2022年3月にはロシアに対して独自の制裁を科すことができま
した。金融センターにとって、この外交は予見可能性、市場アクセス、規
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制と税務の協力、そして信頼できる開催地としての評判をもたらしていま
す。これらの点で、シンガポールは、ジュネーブの形式的な中立とも、独
自の外交政策を持たない香港とも異なっています。
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